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凡例 区分 主な施設

市民文化系施設 市民会館、府中の森芸術劇場

社会教育系施設 図書館、美術館、生涯学習センター

文化センター

スポーツ施設 体育館、プール、野球場

学校教育系施設 小・中学校、学校給食センター

子育て支援系施設 保育所、幼稚園、学童クラブ

福祉・保健施設 特別養護老人ホーム、保健センター

市営住宅

宿泊施設 市民保養所「やちほ」、八ケ岳府中山荘

行政系施設 庁舎、リサイクルプラザ

その他 府中の森市民聖苑、駐車場、自転車駐車場

１ 公共施設の状況及び取組の背景 

 公共施設マネジメントにおける公共施設とは、公共施設のうち、道路、橋りょう等のイ

ンフラを除いたものをいいますが、本市の公共施設は、令和２年度末時点で２１６施設、

総延床面積にして約６６．５万平方メートルで、様々な行政サービスの提供や市民ニーズ

に応える場として多くの市民に利用されています。 

 施設分類ごとに見ると、総延床面積に占める割合は小・中学校などの学校教育系施設

が約４３．２パーセントと一番多く、続いて社会教育系施設、行政系施設となっていま

す。 

 

図１ 公共施設の延床面積内訳 
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（㎡）

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

総延床面積 639750.18 639750.18 641419.65 674837.35 659929.4 664572.46 665835.27 666627.25 669221.27

 本市では平成２６年度の第１次推進プラン策定後も、市民ニーズや社会情勢等を踏まえ、

必要な施設は引き続き整備してきました。施設の総延床面積は、平成２８年度までは約６

４万平方メートルで推移していましたが、平成２９年度には府中駅南口の再開発に伴う市

民活動センター「プラッツ」の整備や新学校給食センターの整備により約３万３，０００

平方メートル増加しました。その後、府中グリーンプラザの廃止やふれあい会館、学校給

食センターの移転に伴う旧施設の処分等により、約１万５，０００平方メートル減少しま

したが、近年は緩やかに増加しています。 

 

図２ 第１次推進プランからの公共施設の総延床面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 市民一人当たりの施設の延床面積で見ると、令和２年度末時点で約２．５６平方メート

ルですが、多摩地域の自治体（２６市）の中で比較すると、本市は、同程度の人口規模の

他自治体と比べて多くの公共施設を有していることがわかります。 
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図３ 多摩地域２６市の市民一人当たりの延床面積比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの公共施設は、市民共有の財産として良好な状態で過度な負担を残すことなく次

世代に引き継いでいくことが求められますが、建築時から一定の期間が経過し、社会情勢

も変化している中で、大きく３つの課題を抱えています。 

 

(1) 老朽化の進行 

 第１の課題は、施設の老朽化の進行です。 

 人口の増加が急速に進んだ昭和４０年代から昭和５０年代にかけて、小・中学校を中

心に多くの公共施設を整備しました。また、昭和の終わりから平成初期には、時代のニ

ーズに合わせて様々な大規模施設を整備しました。 

 これにより、本市は住民福祉の向上を図ることができましたが、一方で、現在は多く

の施設が建築後３０年以上経過している状況です。一般的に、建築後３０年以上が経過

する施設は大規模改修などの老朽化対策が必要になり、また、建築後６０年を目途に施

設の建替えを検討します。本市では、昭和４０年代に整備した施設が建替えの時期を迎

えており、さらに、昭和の終わりから平成初期に整備した施設は大規模改修を要する時

期を迎えています。そのため、今後はこれまで以上に老朽化対策に要する費用が高くな

ることが見込まれます。 
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図４ 公共施設の整備状況及び建築後３０年以上経過する施設の割合 

 

 

(2) 健全財政の維持 

 第２の課題は、健全財政の維持です。 

 本市の財政状況は、行財政改革を継続的に進めてきたことにより、他の自治体と比較

すると良好な状況を維持しています。しかし、老朽化への対応を必要とする施設が増加

する中、今後全ての施設に対して大規模改修や建て替え（以下「更新」といいます。）

を行うためには多額の費用が必要になります。 

 

ア 歳入・歳出の状況 

  本市の歳入の状況を見ると、近年は景気の回復傾向や納税義務者数の増加により、

市民税や固定資産税などの市税収入が増加傾向となっています。一方、歳出では、社

会保障関係費である扶助費を中心とした義務的経費が増加傾向にあります。今後も義

務的経費が増加していくことを想定すると、公共施設の更新のための費用である投資

的経費として使える費用も限られていきます。 

 

築３０年以上：６５．７％ 
（平成３年度以前に建築） 

築３０年未満：３４．３％ 
（平成４年度以降に建築） 
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表１ 歳入［普通会計］（平成２８～令和２年度決算） 

 

 

 

 

表２ 歳出［普通会計］（平成２８～令和２年度決算） 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆歳入［普通会計］（平成２８年度～令和２年度決算）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

歳入 1,099億円 1,172億円 1,024億円 1,056億円 1,387億円

市税 511億円 514億円 528億円 528億円 520億円
国庫・都支出金 323億円 292億円 276億円 298億円 613億円
基金繰入金 21億円 117億円 21億円 18億円 35億円
市債 56億円 76億円 17億円 20億円 19億円
その他 188億円 173億円 182億円 192億円 200億円

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

651億円 732億円 668億円 673億円 680億円

59.3% 62.5% 65.2% 63.7% 49.0%
448億円 440億円 356億円 383億円 707億円

40.7% 37.5% 34.8% 36.3% 51.0%

自主財源

依存財源

※ 「その他」には、収益事業収入などの諸収入や税連動交付金などを含む。 

出典：第７次府中市総合計画前期基本計画 

◆歳出［普通会計］（平成２８年度～令和２年度決算）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

歳出 1,070億円 1,141億円 989億円 1,030億円 1,348億円

義務的経費 434億円 438億円 440億円 456億円 480億円
人件費 111億円 110億円 112億円 114億円 125億円
扶助費 280億円 286億円 287億円 301億円 315億円
公債費 43億円 42億円 41億円 41億円 40億円

投資的経費 204億円 199億円 91億円 90億円 107億円
その他経費 432億円 504億円 458億円 484億円 761億円

※ 「その他経費」には、繰出金や維持補修費などを含む。 
※ 歳入・歳出は、「普通会計」の決算値を掲載 
※ 「普通会計」とは、地方財政統計上便宜的に用いられる会計のことで、本市の場合 
 は、一般会計、公共用地特別会計、火災共済事業特別会計の合算値（火災共済事業特 
別会計は平成３０年度まで） 

出典：第７次府中市総合計画前期基本計画 
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イ 将来人口の見通し 

  本市の将来的な人口の見通しでは、総人口は令和１２年をピークに減少に転じ、

令和３２年には令和２年と比較して約１万４，０００人減少、令和４２年には約２万

８，０００人減少する見込みです。 

 

図５ 将来人口の見通し 

 

ウ 健全財政に向けて 

  歳入・歳出の状況や将来人口の見通しを踏まえると、長期的には、扶助費などの増

加による義務的経費の更なる増加や、人口減少に伴う歳入の減少が見込まれることか

ら、今後公共施設に掛けられる経費は限られていきます。 

  このように、現在は良好な財政状況を維持していたとしても、公共施設の現状を踏

まえると、健全財政を維持したまま全ての施設を維持・管理していくことは困難であ

ると言えます。今後、建替えや大規模改修を要する公共施設が増加していくことが想

定される状況にはありますが、持続可能な自治体経営のためには、施設に掛かる費用

をできる限り抑えることが必要になります。 

 

出典：第７次府中市総合計画前期基本計画 
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(3) 多様化する市民ニーズへの対応 

 第３の課題は、多様化する市民ニーズへの対応です。 

 本市では、昭和４０年代から昭和５０年代及び昭和の終わりから平成初期にかけて、

集中的に施設を整備してきました。これらの施設はいずれも整備当時のニーズに基づく

ものであり、人口構成や社会情勢の変化に伴う新たな市民ニーズに対して、現在の施設

の在り方では十分に対応しきれない場合もあります。 

 多様な市民ニーズに対応するためには新たな施設の在り方等を検討する必要があり

ますが、施設の更新費用の増加が課題となる現状においては、新たな施設を整備するの

ではなく、既存の施設を柔軟に見直しながら対応していく取組が必要になります。 

 

  



 

9 
 

２ 府中市公共施設マネジメント基本方針 

 

(1) 指標 

府中市公共施設マネジメント基本方針（以下「基本方針」といいます。）では、公共

施設の整備状況や老朽化の状況、今後見込まれる財政状況等を踏まえ、施設総量につい

て次のとおり指標を示しています。 

 

 

(2) ３つの視点と７つの方策 

基本方針では、公共施設マネジメントを推進するため、３つの視点と７つの方策を掲

げて取組を進めていくこととしています。 

 

図６ 視点と方策 

 

 

 

  

視点１：公共施設を資産と捉えた
維持管理及び活用におけ
る効率性の追求

視点２：長期的に健全財政を維持
するための仕組みの整備

視点３：市民・地域の状況の変化
への対応

指標：市民一人当たりの延床面積２．５６㎡を維持する。 

◆方策１： 総量抑制・圧縮

◆方策２： 機能に着目した施設の有効活用

◆方策３： 質の確保

◆方策４： 施設情報の活用

◆方策５： 施設の維持・運営に係るコストの見直し

◆方策６： 跡地等の有効な活用

◆方策７： 市民等との相互理解による取組の推進
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３ 最適化と計画的保全 

公共施設マネジメントの取組を大きく分類すると「最適化」と「計画的保全」の２つ

に分けられます。公共施設マネジメントを推進していくためには、この２つを両輪とし

て共に進めていくことが重要となります。 

 

(1) 最適化について 

最適化とは、施設を稼働率や運営コストの視点から適切に運営していくとともに、社

会情勢や市民ニーズ等に変化が見られる場合には、施設の規模や機能、サービスの在り

方などを適切な水準に見直していく取組です。 

最適化の取組の対象施設は、公共施設マネジメントの対象施設のうち、条例や規則等

により設置したもので、幅広い市民利用を見込み、見直しによる影響が大きいものを対

象とします。 

 

(2) 計画的保全の取組 

計画的保全とは、不具合が発生してから対応する「事後保全」だけでなく、施設の劣

化状況や更新時期を考慮して不具合が発生する前に対応する「予防保全」を併せて進め

ることで、施設の安全性の確保やライフサイクルコストの低減を目指すほか、施設情報

の一元化により保全業務の効率化を図るなど、公共施設を将来に渡って適正に維持・管

理することを目指す取組です。 

計画的保全の取組の対象施設は、公共施設マネジメントの対象施設のうち、今後も継

続的な利用を見込むものを対象とします。 

 

図７ 最適化と計画的保全の関係性 
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４ 府中市公共施設マネジメント推進プラン 

基本方針に基づき、効果的に公共施設マネジメントの取組を推進していくための実行

計画として、府中市公共施設マネジメント推進プランを策定しています。 

計画期間は府中市総合計画の基本計画に合わせて４年間とし、現在、令和４年度から令

和７年度までを計画期間とする第３次府中市公共施設マネジメント推進プランに基づき

取組を進めています。 

 

図８ 推進プランの計画期間 
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マネジメント
推進プラン

第６次（前期基本計画） 第６次（後期基本計画） 第７次（前期基本計画）

第１次推進プラン 第２次推進プラン 第３次推進プラン
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５ モデル事業の取組について 

本市では、公共施設マネジメントの取組全体の推進力を高めるとともに、中長期的に取

組を進めていく上で参考となる事例の蓄積を期待し、複数施設で一体的に検討するモデル

事業に取り組んできました。 

 

表３ モデル事業一覧 

事業名 概要 

モデル事業１ 

「府中駅周辺施設の再編」 

府中駅周辺に設置されている多種多様な公共施設の活用に

ついて、各施設単位ではなく、複数の施設を組み合わせて、

より効率的かつ効果的な方法を検討する。 

モデル事業２ 

「学校施設の更なる活用」 

様々な機能を有する学校施設の更なる活用に向け、地域プ

ールと機能が重複する学校プールの活用を検討するほか、

将来を見据えた検討をする。 

モデル事業３ 

「宿泊機能・サービスの今

後の在り方」 

宿泊施設の老朽化の進行や利用率が低い状況など、宿泊機

能を有している公共施設の課題を踏まえ、宿泊機能・サー

ビスの今後の在り方について検討する。 

モデル事業４ 

「包括管理業務委託によ

る公共施設の維持・保全」 

本市の公共施設の維持・保全に当たり、複数施設の保守管

理・点検業務を一括して民間事業者に委託する包括管理業

務委託の導入について検討する。 
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(1)  モデル事業１「府中駅周辺施設の再編」 

モデル事業１では、中心市街地活性化に向け、府中駅周辺に設置している１１の公共

施設について、４つの方策に分類した再編方針を示しました。 

その結果、民間活力の導入によるまちの活性化に向けた新たな取組や効率的な施設の

更新及び活用を進めることができました。 

 

表４ ４つの方策と取組結果 

方策 対象施設 再編の方向性 取組結果 

公民連携による

府中駅前公共施

設の新たな活用 

府中グリーンプラザ 
民間事業による

新たな活用 

府中グリーンプラザの

廃止及び民間事業者に

よる跡地の活用 

府中グリーンプラザ

分館 

既存建物の活用

によるにぎわい

の創出 

府中特産品直売所機能

の移転 

機能向上や効率

的な施設管理等

を目指した移転

及び統合 

ふるさと府中歴史館

/宮町図書館 
既存機能の移転

及び跡地等の活

用 

各施設において機能移

転や跡地等の活用に係

る取組を進めている。 
教育センター 

府中駅北第２庁舎 

最適化と財源確

保を両立する資

産活用 

ふれあい会館 
財源確保を図る

資産活用 

旧保健センター分館へ

の機能移転及び跡地等

の活用 

旧保健センター分館 跡施設の活用 跡施設の活用 

運営の見直しに

よる資産活用 

市民会館 

運営面の見直し 

指定管理者及びＰＦＩ

事業者と連携した更な

る運営の改善 
中央図書館 

保健センター 健康増進室の運用変更 
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図９ 府中グリーンプラザの民間事業者による新たな活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) モデル事業２「学校施設の更なる活用」 

モデル事業２では、学校施設については様々な機能を有することから、活用範囲の拡

大や、施設の更新に併せた周辺公共施設との集約化及び複合化等を基本方針に掲げまし

た。また、地域プールについては市民総合プールを含めた屋外公共プールの集約化を基

本方針に掲げ、具体的な取組時期についても示しました。 

その結果、地域プールについては４施設を廃止することとし、総量抑制・圧縮に係る

取組を進めました。今後は、その他のプールの利用状況を踏まえながら引き続き検討を

進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

府中グリーンプラザ 

にぎわい創出 コ・ワーキングスペース 
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表５ 学校施設の更なる活用に係る基本方針と取組結果 

基本方針 活用方策 取組結果 

学校施設の活用範囲の

拡大 
既存施設の更なる開放 

ニーズに応じて対応を検

討中 

市民ニーズの変化を見

越した計画的な老朽化

対策 

老朽化に伴う学校施設の更

新に併せた複合化等 

施設の改築に併せて検討

中 

 

表６ 地域プールの見直しに係る基本方針と取組結果 

基本方針 見直し方策 取組結果 

屋外公共プールの集

約化 

（市民総合プール及

び美好水遊び広場へ

の集約） 

① 地域プールのうち美好水遊

び広場以外は大規模な施設改

修を実施しない。 

② 小柳・白糸台・武蔵台・新町

の各プールは令和３年度まで

に処分、市民プール、西府プー

ルは市民ニーズを見極めなが

ら処分時期を検討する。 

③ 市民ニーズに応じて学校プ

ールの活用を検討する。 

① 令和３年度末に小

柳・白糸台・武蔵台・

新町の各プールを処

分予定 

② 学校プールの開放

について、府中第十中

学校のプールを試行

的に開放 

 

図１０ 学校施設の更なる開放と周辺公共施設機能の集約化・補完イメージ 

 

 

  

料理講習室
会議室

図書館

周辺の文化施設

周辺のスポーツ施設

プール

テニスコート

機能の集約化・補完

機能の集約化・補完

校庭、体育館
（開放済み）

図書室、家庭科室、
空き教室の開放
（更なる活用）

プール、テニス
コートの開放
（更なる活用）

学校施設
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(3)  モデル事業３「宿泊機能・サービスの今後の在り方」 

モデル事業３では、老朽化の進行や利用率が低い状況などの宿泊施設が有している課

題を踏まえ、宿泊機能やサービスの今後の在り方について検討しました。 

その結果、対象施設である市民保養所「やちほ」については市が保有しないこと、八

ケ岳府中山荘についてはセカンドスクール運営の転換に合わせて施設を処分すること、

生涯学習センターの宿泊施設については機能転換を図ることとしました。 

この取組により、施設の維持管理及び更新費用の削減や、機能転換による施設全体の

活性化及び歳入確保などの効果を期待しています。 

 

表７ 基本方針と取組結果 

対象施設 基本方針 取組結果 

市 民 保 養 所

「やちほ」 

① 市民保養所「やちほ」は保有しない。 

② 市民保養所「やちほ」の今後の在り

方を踏まえ、姉妹都市交流活性化のた

めの方策を展開する。 

施設の今後の在り方につい

て関係機関と調整を進めて

いる。 

八ケ岳府中山

荘 

セカンドスクール運営の転換に合わせ

て、八ケ岳府中山荘の処分を行う。 

民間施設を活用したセカン

ドスクールの実施に向けた

取組を進めている。 

生涯学習セン

ター 

（宿泊施設） 

生涯学習センターの宿泊施設は機能転換

を図る。 

機能転換に向け、民間事業

者にサウンディング調査

（意見を伺うこと）を実施

した。 

 

図１１ 対象施設の外観 
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(4)  モデル事業４「包括管理業務委託による公共施設の維持・保全」 

本市では、公共施設の管理に携わる職員数や修繕等の予算が限られている中で、業務

の効率化を図りながら、いかに老朽化が進む施設の安全性を確保していくかということ

が課題となっています。 

この課題解決に向けて、モデル事業４では、複数施設の保守管理・点検等の業務を専

門的な知見を有する民間事業者にまとめて委託する、包括管理業務委託の導入について

検討しました。 

具体的には、平成３０年度に実施手法を検討し、施設をよく知る市内事業者との連携

を基本とした仕組みを構築した上で、令和元年度から令和３年度までの３年間、子ども

家庭支援センター「たっち」、保育所及び学童クラブにおいて、劣化状況調査や定期点

検、長期修繕計画の策定などを試行的に実施しました。 

  本取組によって期待される主な効果としては、適正かつ均一な施設管理による施設の

安全性の確保や、計画的な保全による財政負担の平準化などが挙げられますが、引き続

き、試行実施時における効果の検証を行い、本格導入の可否について検討していきます。 

 

図１２ 包括管理業務委託による公共施設の維持・保全業務の変化 

 

 

  

○ 導入前の維持・保全業務イメージ ○ 導入後の維持・保全業務イメージ 

〇〇課

□□課

施設Ａ

施設Ｂ

施設Ｃ

業務１

業務２

業務３

業務４

業務５

業務６

業務７

業務１

業務２

業務３

業務４

業務５

業務６

業務７

包括管理
業務受託者

△△課
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６ 公共施設マネジメントの取組の効果 

(1) 総量抑制・圧縮の取組による効果 

 公共施設を維持していくためには、施設の安全性を確保するための日常点検や修繕の

ほか、施設の老朽化に伴う更新等、多額の費用が掛かります。そのため、これまでの推

進プランの取組では市民ニーズを的確に捉えた上で、サービスの質は確保しつつ、施設

の総量抑制・圧縮を図ることで更新費用の縮減を図ってきました。 

 

ア 令和２年度末までの取組結果 

  これまでの推進プランの取組のうち、令和２年度までに取組が完了している施設

については、延床面積約１万５，０００平方メートルの総量抑制・圧縮により、更

新費用等約４５億円の削減効果を生み出しています。 

 

表８ 平成２６年度から令和２年度末までの取組結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○延床面積 ： 約１万５，０００㎡の総量抑制・圧縮 

○更新費用等 ： 約４５億円の削減 

※大規模改修費及び建て替え費は 
令和２年度までに更新時期を 
迎える場合に計上しています。 

大規模改修費

（千円）

建て替え費

（千円）

修繕費

（千円）

維持管理費

（千円）

高倉保育所 H17 H27 1,668.34 1,272,374 0 0 25,025 1,247,349

グラウンド管理所 S48 H28 464.91 119,679 92,982 0 5,579 21,118

旧ふれあい会館 H2 H29 2,409.35 553,651 481,870 0 7,228 64,553

南保育所 H1 H29 692.37 134,043 117,703 0 2,077 14,263

府中グリーンプラザ S55 H29 6,729.07 1,964,202 1,682,268 0 40,374 241,560

矢崎幼稚園 S44 H30 684.57 123,793 116,377 0 4,107 3,309

第二の二本町住宅 S41 R1 766.08 133,094 130,234 0 2,298 562

朝日保育所 S45 R1 524.94 97,207 89,240 0 1,575 6,392

小柳幼稚園 S50 R2 711.00 120,870 120,870 0 0 0

14,650.63 4,518,913

削減効果額
（千円）

内訳

合計

施設名
しゅん
工年

取組
年度

延床面積
（㎡）
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イ 今後の見込みも含めた取組効果 

  これらの施設で令和３年度以降に見込まれる更新費用や、令和３年度以降に取組を

予定している施設で見込まれる効果を全て含めると、令和３４年度までの将来的な取

組効果は、延床面積約３万６，０００平方メートルの総量抑制・圧縮により、約４３

２億円の更新費用等の削減を見込むことができます。 

 

表９ 平成２６年度から令和３４年度末までの取組効果 

施設名
しゅん
工年

取組
年度

延床面積
（㎡）

削減効果額
（千円）

高倉保育所 H17 H27 1,668.34 10,239,725

グラウンド管理所 S48 H28 464.91 496,434

旧ふれあい会館 H2 H29 2,409.35 2,319,195

南保育所 H1 H29 692.37 574,905

府中グリーンプラザ S55 H29 6,729.07 9,106,221

矢崎幼稚園 S44 H30 684.57 462,199

第二の二本町住宅 S41 R1 766.08 432,228

朝日保育所 S45 R1 524.94 520,654

小柳幼稚園 S50 R2 711.00 466,347

小柳プール S51 R3 90.00 126,668

白糸台プール S59 R3 150.87 166,343

武蔵台プール S59 R3 156.82 165,438

新町プール S60 R3 165.74 187,550

西府保育所 S50 R3 660.78 563,654

朝日体育館 S46 R3 415.59 413,685

みどり幼稚園 S50 R4 657.25 434,481

市民保養所「やちほ」 S60 R4 3,076.94 3,620,159

四谷保育所 S47 R4 567.93 518,731

八ケ岳府中山荘 S46 R7 4,500.80 3,388,570

八幡保育所 S48 R7 657.72 552,642

よつや苑 H3 R7 4,541.66 4,263,925

ふるさと府中歴史館（宮町図書館含む） S41 R8 2,375.80 2,107,637

北保育所 S58 未定 796.60 544,767

西保育所 S61 未定 727.94 511,985

中央保育所 S62 未定 728.96 525,992

美好保育所 S50 未定 658.68 476,534

35,580.71 43,186,669合計



 

20 
 

 

(2) その他の効果 

ア 最適化について 

  表９で示した施設については、更新費用や延床面積以外にも事業運営経費を削減効

果として見込むことができますが、その他の施設についても、一部機能の見直しによ

る施設の有効活用や利用者数の向上による歳入増加等、様々な効果を生み出していま

す。 

  特に、歳入増加の主な取組としては、モデル事業１で取り組んだ府中グリーンプラ

ザの廃止に伴う敷地活用が挙げられます。この取組では、定期借地権による敷地活用

を行うことで、約１５億円の歳入を見込むことができます。 

 

イ 計画的保全について 

  計画的保全の取組としては、劣化状況調査の実施により、施設改修等の予算化の際

に総合的な判断基準に基づく優先順位付けを行うことができ、必要な改修を優先的に

実施するとともに、財政負担の平準化を図っています。 

  また、修繕履歴管理システムを導入したことにより、各施設に係る情報の蓄積を着

実に進めています。 

  さらに、モデル事業４の取組については、今後は検証の結果を踏まえて、保全業務

の更なる効率化を図るよう取組を進める予定です。 

  計画的保全の取組は、施設の安全性の確保だけでなく、ライフサイクルコストの低

減や保全業務の効率化など、短期間では目に見える形で効果が現れにくいものですが、

着実に取組を推進しています。 

 

  

※表８・表９の記載について 

 ・施設の取組年度は令和３年度時点の見込みも含みます。 

 ・修繕費は、取組年度の翌年度から令和３４年度までの期間に対して、３，０００円

/年×延床面積の額で計上しています。 

 ・大規模改修費は２か年、建て替え費は３か年で計上しているため、当該年度につい

ては修繕費を除外しています。 

・廃止年が確定していない施設は廃止年を未定とし、削減効果額に修繕費は計上して

いません。 
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７ 取組を踏まえた課題の整理 

 これまでの推進プランでは、前述のとおり一定の成果を挙げることができましたが、基

本方針で掲げる３つの視点から改めて現状を整理すると、次の４点の課題が挙げられます。 

 

(1) 既存施設・機能の有効活用 

 これまでの推進プランでは、施設の稼働率向上や利用者数増加、効率的な施設運営な

ど、施設機能を最大限に活用する取組を進めてきました。しかし、施設ごとに稼働率や

利用者数、施設運営に係るコストを見ると、依然として横ばいの施設が多く、大幅な改

善には至っていない状況です。市民や地域の状況の変化を的確に捉え、既存施設をいか

した効率的なサービスの提供に向けては、今後も継続して取り組むことが求められます。 

 

(2) 施設規模・機能の見直し 

 施設の更新等に当たり、施設の稼働率や社会情勢の変化、他の公共施設の整備状況、

民間でのサービス提供の可否は、適切な施設規模・機能を検討する上での重要な指標に

なります。長期的に健全財政を維持していくためにも、これらを適正に評価した上で、

施設規模・機能について十分に検討する必要があります。 

 

(3) 大規模施設の更新費用等の縮減及び平準化 

 老朽化が進行している大規模施設について、学校施設は既に改築等に係る計画を策定

しており、文化・スポーツ施設についても配置等の適正化に係る計画の策定を予定して

います。今後、これらの施設を中心として長期にわたり多額の費用が掛かることが見込

まれます。長期的に健全財政を維持していくためにも、これらの施設の更新に当たって

は、機能の連携や複合化、集約化等について特に積極的な検討が求められます。 

 

(4) 指標に基づく取組及び市民認知度の向上 

 公共施設マネジメントの取組を推進していくためには、公共施設が市民共有の財産で

あるという認識の下、施設利用の有無に関わらず、幅広い市民意見を確認しながら進め

ることが重要となります。基本方針では、施設総量に関する指標を示しており、これに

基づく積極的な取組が求められますが、市民と共通認識の下で進めることができるよう、

市民認知度の向上に向けた様々な取組を実施する必要があります。 
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モデル事業６について 
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１ 第３次府中市公共施設マネジメント推進プランによる取組 

 第１次及び第２次推進プランでは、既存施設の活用等を中心に取組を進めてきま

した。この取組は一定の成果を見せていることから、第３次推進プランでも引続き

既存施設の有効活用に努めるほか、前述の４つの課題を踏まえ、次の５点について

取り組みます。 

① 既存施設・機能を有効活用し、施設の稼働率や利用率、運営コストを見直し

ます。 

② 更新時期を迎える施設について、最適な規模や機能、サービスの在り方等

を検討するとともに、周辺施設や関連施設の状況も踏まえた効率的な更新を

行います。 

③ 大規模施設の更新等について、様々な可能性を多角的な視点から分析し、

効率的かつ効果的な取組手法を検討します。 

④ 施設の修繕等に掛かる費用について、平準化を図ります。 

⑤ 市民認知度の向上に向けた取組を実施します。 
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２ モデル事業 

第３次推進プランでは、老朽化に伴う施設の建て替えに合わせて効率的かつ効果

的な手法を検討する取組として、次の２点をモデル事業として設定しています。 

 

表１０ モデル事業の概要 

事業名 概要 

モデル事業５ 

「府中駅周辺公共

施設の効率的な更

新と活用」 

老朽化が課題となる施設を中心に、効率的な施設の更

新や資産の有効活用について、近隣施設を一体的に検

討する。 

（対象施設） 

・中央文化センター  

・保健センター 

・ふれあい会館 

・府中駅北第２庁舎 

モデル事業６ 

「地域対応施設の

機能連携と複合化」 

地域ごとに同様の機能を有し、地域住民の生活に密接

に関わる施設について、機能面、施設面の双方から連

携の可能性について検討する。 

（対象施設） 

地域対応施設（地域ごとに同様の機能を有し、地域

住民の生活に密接に関わる施設） 
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３ モデル事業６の概要 

モデル事業６ 地域対応施設の機能連携と複合化 

概要 

地域ごとに同様の機能を有し、地域住民の生活に密接に関わる施設（以下

「地域対応施設」といいます。）について、機能（ソフト）面、施設（ハー

ド）面の双方から連携の可能性について検討する。 

背景 

◆文化センターは、老朽化の進行に伴い、計画的な建て替えについて検討を

進めている。 

◆学校施設は、平成２９年１月に策定した「学校施設の更なる活用と地域プ

ールの見直しに係る基本方針」において、更なる活用方策として、施設の

更新に合わせた複合化を掲げている。また、令和２年２月に策定した「府

中市学校施設改築・長寿命化改修計画」でも、児童・生徒数を踏まえなが

ら他の公共施設との複合化について継続的に検討するとしている。 

◆学童クラブは、学校施設の建て替えに合わせた複合化を基本としている。 

◆総量抑制・圧縮に向けた取組が求められる中、地域対応施設には互いに類

似機能をもつ施設もあり、連携の可能性を有している。 

対象施設 

◆文化センター、学校施設、学童クラブなどの地域対応施設を対象とする。 

◆具体的な対象施設については、学校施設や文化センターの建て替えに向

けた検討状況などを踏まえて、モデル事業の取組の中で決定する。 

期待する

主な効果 

◆地域の拠点施設としての機能強化。 

◆世代間交流を活性化することにより、地域のつながり強化や社会性の向

上など教育的効果。 

◆一体的かつ効率的な建て替えによる、更新費用や建て替え後の維持管理

費用の削減。 

◆取組により生じた資産を活用することによる、新たな取組や収益の確保。 
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対象施設における現状及び課題を踏まえた今後の方向性（再掲） 

文化セン 

ター 

・施設の改築に向けて、市民ニーズや施設の稼働状況、周辺公共施設の状況

を踏まえ、今後必要な機能の整理や施設の在り方の見直しを行い、地域拠

点機能を向上させる。 

小学校 

・今後、府中市学校施設改築・長寿命化改修計画に基づいた更新を行うに当

たり、周辺公共施設との連携や複合化を検討し、地域拠点としての学校の

実現を目指す。 

・新たなニーズが生じた場合には、更なる施設開放の可能性について検討す

る。 

・周辺公共施設との複合化に合わせ、効率的な施設管理手法を検討する。 

中学校 

・今後、府中市学校施設改築・長寿命化改修計画に基づいた更新を行うに当

たり、周辺公共施設との連携や複合化を検討し、地域拠点としての学校の

実現を目指す。 

・新たなニーズが生じた場合には、更なる施設開放の可能性について検討す

る。 

・周辺公共施設との複合化に合わせ、効率的な施設管理手法を検討する。 

学童クラ 

ブ 

・育成室の狭あい化が進行している学童クラブは将来需要を分析した上で、

学校の改築に合わせて学校施設と複合化することで、育成面積の確保を図

る。 

※これらの施設は、地域対応施設のうち「背景」欄に記載のある主な施設です。 

 具体的な対象施設については、その他の地域対応施設も含めて検討していきます。 

 

スケジュ

ール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

○対象施設の検

討及び調整 

▽継続 ○対象施設の決

定及び機能連

携や複合化に

ついて検討 

○対象施設の機

能連携や複合

化について検

討 

検討体制 
府中市公共施設マネジメントモデル事業検討協議会を設置して第三者の視

点から検討を行うほか、幅広く市民等の意見を聴き、方針を決定する。 

今後の展

望 

令和７年度の検討状況を踏まえて、令和８年度を目途に対象施設の機能連携

や複合化に関する方針を決定する。 

担当課 
総務管理部建築施設課 

各施設所管課 
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参考資料 
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８ 美術館  

所在地 府中市●町●番地（建物の所在地等を記載する。） 

階数 
地上●階 

（複数棟で構成される施設の場合
は、最も高い階数を記載する。） 

延床面積 

●●㎡ 

（令和３年度末時点
の延床面積を記載
する。） 

しゅん工年度 

平成●年（●●年） 

（複数棟で構成される施設の場合
は、原則最も古く、主たる用途で
使用している棟のしゅん工年度
を記載する。） 

築年数 

●年 

（令和３年度末時点
の経過年数を記載
する。） 

目的 条例等に記載されている施設の設置目的を記載する。 

機能 諸室の構成や施設が提供するサービスなどを記載する。 

管理形態 直営（一部業務委託を含む。）や指定管理者などの運営体制を記載する。 

これまでの公共施設マネジメント推進プランでの取組内容 

検討の方向性 取組内容 

第１次推進
プラン  

第２次推進
プラン 

平成２６年度から令和元年度までの各機能の利用状況及び収支状況 

 

 

 

 

 

 

（記載内容の説明） 

検討の方向性の
９つのパターン
から、検討内容に
該当するものを
記載する。 

第１次及び第２次推進プランでの取組内容を記載する。 

１

存続 

１

存続 

番号・施設名称 

１ 平成２６年度から令和元年度までの施設の利用状況（※）の推移を表で示す。 
（※）利用状況の表は、施設の特性によって３つのパターンに分ける。 
①稼働率を記載する場合、②利用者数の推移を記載する場合、③利用状況の表は記載しない場合 
 

２ 平成２６年度から令和元年度までの施設の収支状況（※）の推移を表で示す。 
（※）小・中学校と本庁舎及び府中駅北第２庁舎は除く。 
   固定資産台帳に記載のある施設整備費用は、減価償却費として計上する。 
   歳出には、減価償却費も含む。 
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※ 施設別プランに基づく取組状況については、半年ごとに点検・評価をするとともに、その結果を踏まえた取組

予定を整理し、進行管理シートとして取りまとめます。また、取組を進めていく中で生じる検討内容やスケジュ

ールの変更などについても、取組状況や取組予定と併せて、進行管理シートにより公表するものとします。 

 

 現状及び課題 

現状 

 

課題 

 

現状及び課題を踏まえた今後の方向性 

今後の方向性 

 

第３次推進プランの取組（令和４年度～令和７年度） 

取組内容 

スケジュール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

   

    

    

    

期待する 

主な効果 

担当課 

・利用者数や稼働率、収支状況の推移の傾向を記載する。 

・現在検討中の計画や事柄について記載する。 

今後の方向性を踏まえた第３次推進プラン計画期間中の取組内容を記載する。 

取組により期待する主な効果を記載する。 

・現状を踏まえハード面及びソフト面それぞれで課題となる点を記載する。 

・機能が類似又は重複している施設について記載する。 

・第２次推進プラン策定時以降、新たに発生してきた課題を記載する。 

大規模改修や建て替えの時期を見据え、今後の施設の在り方の検討や必要機能の整
理、運営面での改善などハード面及びソフト面それぞれについて、長期的な視点で
当該施設が取り組むべき項目を記載する。 

現状や課題、今後の方向性を踏まえた各年度の取組内容を記載する。 

（○は取組事項、●は方針等の決定、▽は継続実施、－は取組の完了を示してい
る。） 

取組を進める担当課を記載する。 
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１１ 地区図書館  

施設名称 所在地 
延床面積 
（共有部除く。） 

しゅん工年度 築年数 

１ 白糸台図書館 
府中市白糸台１丁目６０番地 
（白糸台文化センター３階） 

２０７㎡ 昭和４５（１９７０）年度 ５２年 

２ 西府図書館 
府中市西府町１丁目６０番地 
（西府文化センター３階） 

２４６㎡ 昭和４６（１９７１）年度 ５１年 

３ 武蔵台図書館 
府中市武蔵台２丁目２番地 
（武蔵台文化センター３階） 

２３７㎡ 昭和４８（１９７３）年度 ４９年 

４ 新町図書館 
府中市新町１丁目６６番地 
（新町文化センター３階） 

２２３㎡ 昭和４８（１９７３）年度 ４９年 

５ 住吉図書館 
府中市住吉町１丁目６１番地 
（住吉文化センター３階） 

２５５㎡ 昭和４８（１９７３）年度 ４９年 

６ 是政図書館 
府中市是政２丁目２０番地 
（是政文化センター３階） 

２４６㎡ 昭和４９（１９７４）年度 ４８年 

７ 紅葉丘図書館 
府中市紅葉丘２丁目１番地 
（紅葉丘文化センター３階） 

２０８㎡ 昭和５０（１９７５）年度 ４７年 

８ 押立図書館 
府中市押立町５丁目４番地 
（押立文化センター２階） 

１５６㎡ 平成２６（２０１４）年度 ８年 

９ 四谷図書館 
府中市四谷２丁目７５番地 
（四谷文化センター２階） 

１８０㎡ 昭和５２（１９７７）年度 ４５年 

１０ 片町図書館 
府中市片町２丁目１７番地 
（片町文化センター４階） 

２２８㎡ 昭和６２（１９８７）年度 ３５年 

１１ 宮町図書館 
府中市宮町３丁目１番地 
（ふるさと府中歴史館２階） 

２４２㎡ 昭和４１（１９６６）年度 ５６年 

１２ 
生涯学習センター 

図書館 

府中市浅間町１丁目７番地 
（生涯学習センター２階） 

６４２㎡ 平成 ４（１９９２）年度 ３０年 

目的 市民が、文化、教養その他社会教育の向上を図るための施設 

機能 読書席 

管理形態 直営 

 

平成２６年度から令和元年度までの各機能の利用者数 

 

 

 

  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

貸出者数の推移①

白糸台 西府 武蔵台
新町 住吉 是政

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

貸出者数の推移②

紅葉丘 押立 四谷

片町 宮町 生涯学習センター
（人）

貸出者数 紅葉丘 押立 四谷 片町 宮町
生涯学習

センター

平成26年度 28,615 5,749 18,437 29,708 32,556 40,572
平成27年度 28,194 18,917 18,720 30,825 35,465 41,380
平成28年度 26,785 18,390 18,207 30,421 34,950 39,248
平成29年度 25,454 17,170 17,052 28,850 33,251 37,336
平成30年度 26,776 19,240 17,368 28,098 33,154 37,527
令和元年度 25,346 17,669 16,399 26,452 31,985 33,892

（人） （人） 

（人）

貸出者数 白糸台 西府 武蔵台 新町 住吉 是政
平成26年度 49,363 19,750 29,331 22,319 41,789 27,063
平成27年度 45,429 20,467 28,781 22,864 41,402 25,356
平成28年度 45,927 20,239 28,151 21,591 38,831 23,773
平成29年度 44,176 20,569 26,877 19,896 34,917 21,721
平成30年度 42,694 21,477 27,043 19,631 35,494 22,549
令和元年度 42,279 20,027 25,410 18,607 32,554 20,980
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平成２６年度から令和元年度までの収支状況 

 

年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

歳出 124,850 125,837 114,133 114,194 115,282 116,807 

歳入 237 244 422 165 190 189 
 

 

これまでの公共施設マネジメント推進プランでの取組内容 

検討の方向性 取組内容 

第１次推進プラン 

第２次推進プラン 

・宮町図書館の新庁舎への機能移転に向けて、新庁舎建設のスケジュールを踏まえ段

階的な移転の規模や手続、スケジュール等について関係課と協議を行ったほか、資

料の整理を行った。 

・地区図書館の運営手法について、市直営での運営継続が望ましいとする図書館協議

会からの答申を踏まえ、同様の内容で市の方針を決定した。 

・今後の地区図書館の在り方は、併設施設である文化センターの在り方検討の動向に

合わせて検討していくこととした。 

 

現状及び課題 

現状 

・平成２６年度から令和元年度までの利用者数に大きな変化は見られないが、若干の減少傾

向はある。地区図書館全館の歳出は、年間およそ１億円で推移している。歳入は、資料等

複写料収入によるものである。 

・地区図書館の運営については、図書館協議会での答申を踏まえ、今後も直営での運営を継

続することを決定している。 

課題 
・地区図書館が所在する文化センター等は建て替え等の対応が必要な時期を迎えており、そ

の動向に合わせて今後の地区図書館の在り方も整理する必要がある。 

 

現状及び課題を踏まえた今後の方向性 

今後の方向性 
・市民ニーズや施設の利用状況、周辺公共施設の状況を踏まえ、今後施設に必要な機能の整

理や施設の在り方の見直しを行う。 

 

  

（千円） 

施設は処分 
機能は存続 

７

 第３次推進プランの取組 
次ページへ 
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第３次推進プランの取組（令和４年度～令和７年度） 

取組内容 

◆利用者数の増加に向けた方策を検討する。 

◆市の財政状況や文化センター等公共施設全体の現状を踏まえ、サービスの在り方や必要な

規模について検討及び決定する。 

◆新庁舎に移転予定の宮町図書館について、移転に向けて資料の整理等を進める。 

スケジュール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

○利用者数の増加に

向けた方策の検討 

○取組の実施及び評

価 

○評価に基づく修正

及び新たな取組の

検討 

○検討に基づく取組

の実施 

○文化センターの建

て替えに向けた検

討に合わせ、地区図

書館のサービスの

在り方や必要な規

模の検討 

●検討に基づき、地区

図書館の今後のサ

ービス在り方及び

適正規模の決定 

○決定に基づく取組

の実施 

▽継続 

 

○総合体育館の移転

を踏まえた生涯学

習センター図書館

の在り方や必要機

能の検討及び整理 

▽継続 ●文化・スポーツ施設

配置等適正化計画

（仮称）の策定 

○計画に基づく取組

の実施 

○宮町図書館の移転

に向けた取組の実

施 

▽継続 ▽継続 ▽継続 

期待する 
主な効果 

◆利用者数の増加 

◆地区図書館のサービスや施設規模の見直しによる更新費用の縮減 

担当課 文化スポーツ部図書館 
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１２ 文化センター  

施設名称 所在地 階数 延床面積 しゅん工年度 築年数 

１ 中央文化センター 府中市府中町２丁目２５番地 地上６階 ３，４２０㎡ 昭和４３（１９６８）年度 ５４年 

２ 白糸台文化センター 府中市白糸台１丁目６０番地 
地上４階、 

地下１階 
１，９５１㎡ 昭和４５（１９７０）年度 ５２年 

３ 西府文化センター 府中市西府町１丁目６０番地 地上３階 １，９２３㎡ 昭和４６（１９７１）年度 ５１年 

４ 武蔵台文化センター 府中市武蔵台２丁目２番地 
地上３階、 

地下１階 
１，９０２㎡ 昭和４８（１９７３）年度 ４９年 

５ 新町文化センター 府中市新町１丁目６６番地 
地上３階、 

地下１階 
１，９６４㎡ 昭和４８（１９７３）年度 ４９年 

６ 住吉文化センター 府中市住吉町１丁目６１番地 地上３階 １，９６２㎡ 昭和４８（１９７３）年度 ４９年 

７ 是政文化センター 府中市是政２丁目２０番地 地上３階 １，９３７㎡ 昭和４９（１９７４）年度 ４８年 

８ 紅葉丘文化センター 府中市紅葉丘２丁目１番地 地上３階 １，９７５㎡ 昭和５０（１９７５）年度 ４７年 

９ 押立文化センター 府中市押立町５丁目４番地 地上２階 １，２７６㎡ 平成２６（２０１４）年度 ８年 

１０四谷文化センター 府中市四谷２丁目７５番地 地上３階 １，３９４㎡ 昭和５２（１９７７）年度 ４５年 

１１片町文化センター 府中市片町２丁目１７番地 
地上４階、 

地下１階 
２，３１７㎡ 昭和６２（１９８７）年度 ３５年 

目的 公民館、高齢者福祉館、児童館などの機能を有する複合施設で、個性的な地域文化を創造す
るための施設 

機能 
公民館：講堂、会議室、和室及び料理講習室 
高齢者福祉館：大広間、談話室 
児童館：遊戯室、集会室及びひばりホール（中央文化センターのみ） 

管理形態 直営 

 

 

 

平成２６年度から令和元年度までの各機能の利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 収支状況 
次ページへ 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

利用者数の推移①

中央 白糸台 西府 武蔵台 新町 住吉
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利用者数の推移②

是政 紅葉丘 押立 四谷 片町

（万人） （万人） 

（人）

利用者数 中央 白糸台 西府 武蔵台 新町 住吉

平成26年度 145,221 155,870 130,448 98,796 108,396 115,466

平成27年度 154,141 154,373 129,080 96,500 106,813 101,088

平成28年度 157,001 163,656 127,484 119,326 104,645 114,158

平成29年度 155,984 158,717 121,294 111,350 103,843 113,442

平成30年度 145,408 148,986 133,269 112,469 100,656 97,658

令和元年度 110,691 129,383 115,492 96,773 80,458 71,595

（人）

利用者数 是政 紅葉丘 押立 四谷 片町

平成26年度 113,893 129,841 19,765 50,188 130,044

平成27年度 111,461 130,071 68,029 48,881 133,819

平成28年度 115,763 125,596 72,449 68,895 135,370

平成29年度 95,615 118,231 65,240 67,120 122,027

平成30年度 89,549 113,336 59,322 67,171 118,284

令和元年度 78,273 87,452 58,030 52,534 103,639



 

  35 

  

 

これまでの公共施設マネジメント推進プランでの取組内容 

検討の方向性 取組内容 

第１次推進プラン 
第２次推進プラン ・施設の老朽化が進行しており、老朽化対策として劣化状況調査を行い、改築スケジ

ュールの検討を進めた。 

・施設の改築を進めるに当たり、文化センターあり方検討協議会を設置し、今後施設

に必要な機能の整理を進めた。 

・浴場については、老朽化が進行していたことや利用者が限定的だったことから、平

成３０年度末をもって廃止した。 

 

現状及び課題 

現状 

・平成２６年度から令和元年度までの利用者数は減少傾向にある。 
・平成２６年度から令和元年度までの収支状況は、歳出は１０億円前後、歳入は主に施設使
用料で、年間２，０００万円前後で推移している。 

・施設の老朽化が進行しており、改築を検討する必要があるため、改築スケジュールの決定
に向け劣化診断調査を実施した。 

・改築に向け今後施設に必要となる機能の整理を進めるため、文化センターあり方検討協議
会で検討を行っている。 

課題 

・改築を進めるに当たり、利用者の利便性の向上や地域拠点機能の拡充を図るため、周辺の
公共施設との連携及び複合化等の可能性を検討する必要がある。改築スケジュールは、周
辺公共施設の動向を踏まえて定めていく必要がある。 

・全ての施設の改築には長期間を要するため、改築時期を踏まえた計画的な保全に努め、効
率的な維持管理を行う必要がある。 

 

現状及び課題を踏まえた今後の方向性 

今後の方向性 
・施設の改築に向けて、市民ニーズや施設の稼働状況、周辺公共施設の状況を踏まえ、今後
必要な機能の整理や施設の在り方の見直しを行い、地域拠点機能を向上させる。 

 

  

平成２６年度から令和元年度までの収支状況 

 

年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

歳出 966,152 907,418 1,020,263 1,012,056 1,026,171 1,047,587 

歳入 21,214 21,445 21,339 19,893 23,373 26,091 

 

１

存続 

（千円） 
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第３次推進プランの取組（令和４年度～令和７年度） 

取組内容 

◆文化センターあり方検討協議会における検討結果を踏まえて、文化センターに今後必要な
機能を決定する。 

◆文化センターの改築に向けた方向性を決定する。 
◆改築を見据えた計画的な保全に努め、効率的な施設の維持管理・運営を行う。 
◆効率的な施設の更新や資産の有効活用について、府中駅周辺の公共施設と一体的に検討す
る。 

◆機能（ソフト）面、施設（ハード）面の双方から、他の地域拠点施設との連携の可能性に
ついて検討する。 

スケジュール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

○施設に今後必要な
機能の整理 

●必要機能の決定 ○決定に基づく取組
の実施 

▽継続 

○施設の改築・改修に
向けた方向性の検
討 

●文化センター改築
に向けた方向性を
決定 

○決定に基づく取組
の実施 

▽継続 

○改築を見据えた効
率的な施設の維持
管理・運営の実施 

▽継続 ▽継続 ▽継続 

【中央文化センター】 

（モデル事業５） 

○対象施設に関する

諸条件の整理 

【中央文化センター】 

（モデル事業５） 

○対象施設ごとの最

適な取組について

検討 

【中央文化センター】 

（モデル事業５） 

●対象施設の効率的

な更新と活用に関

する方針の決定 

【中央文化センター】 

（モデル事業５） 

○方針に基づく取組

の実施 

（モデル事業６） 

○対象施設の検討及

び調整 

（モデル事業６） 

▽継続 

（モデル事業６） 

○対象施設の決定及

び機能連携や複合

化について検討 

（モデル事業６） 

○対象施設の機能連

携や複合化につい

て検討 

期待する 
主な効果 

◆施設の効率的な改修・改築 
◆施設の維持管理費の効率化 
◆地域の拠点としての機能強化 

担当課 市民協働推進部地域コミュニティ課 
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１４ 地域体育館  

施設名称 所在地 階数 延床面積 しゅん工年度 築年数 

１ 朝日体育館 府中市朝日町２丁目１０番地 地上１階 ４１６㎡ 昭和４６（１９７１）年度 ５１年 

２ 白糸台体育館 府中市白糸台１丁目５０番地 地上２階 １，３９９㎡ 昭和６０（１９８５）年度 ３７年 

３ 押立体育館 府中市押立町１丁目３７番地 地上２階 １，３９６㎡ 昭和６１（１９８６）年度 ３６年 

４ 栄町体育館 府中市栄町１丁目１番地 地上２階 １，３６５㎡ 昭和５８（１９８３）年度 ３９年 

５ 本宿体育館 府中市本宿町４丁目２３番地 地上２階 １，４００㎡ 昭和６２（１９８７）年度 ３５年 

６ 四谷体育館 府中市四谷５丁目６番地 地上２階 １，３９８㎡ 昭和６０（１９８５）年度 ３７年 

目的 
市民にスポーツ及びレクリエーションの普及を図り、心身の健康と豊かな市民生活の向上に

寄与するための施設 

機能 体育室及び会議室 

管理形態 委託 

 

平成２６年度から令和元年度までの各機能の利用者数及び収支状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

歳出 138,886 134,281 132,626 140,168 140,262 139,588 

歳入 19,111 18,992 18,640 17,021 15,975 15,924 

 

 

 

  

（千円） 
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 これまでの取組内容 
次ページへ 

（人）
利用者数 朝日体育館 白糸台体育館 押立体育館

平成２６年度 12,677 48,168 53,377
平成２７年度 12,301 49,936 51,679
平成２８年度 12,741 49,699 54,423
平成２９年度 12,597 37,175 54,058
平成３０年度 13,037 48,327 38,962
令和元年度 10,472 46,147 50,842

（人）
利用者数 栄町体育館 本宿体育館 四谷体育館

平成２６年度 40,189 48,934 39,166
平成２７年度 41,212 46,944 39,996
平成２８年度 40,119 48,556 39,055
平成２９年度 40,379 36,948 38,006
平成３０年度 40,002 45,121 28,009
令和元年度 25,023 46,300 34,950
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これまでの公共施設マネジメント推進プランでの取組内容 

検討の方向性 取組内容 

第１次推進プラン 

第２次推進プラン ・朝日体育館は、施設の処分が周辺地域へ与える影響を整理し、地域住民や利用者、

利用団体との意見交換会を行ったほか、利用団体と個別ヒアリングを行い、令和２

年度に施設を処分する方針を決定し、令和３年度末の廃止に向けたスケジュールを

作成した。また、当該スケジュールに基づき決定した方針について、説明会を実施

したほか、施設の廃止に係る条例改正等の諸手続及び跡地活用の検討を行った。 

・朝日体育館以外の地域体育館については、引き続き利用者数や歳入の増加に向けた

方策を検討したほか、施設の老朽化対策等の改修工事を行い、施設の安全性の確保

に努めた。 

 

現状及び課題 

現状 

・平成２６年度から令和元年度までの利用者数は、施設の改修による休館があった年を除き、

大きな変化はない。 

・平成２６年度から令和元年度までの収支状況は、歳出は１億円程度、歳入は主に施設使用

料で、２，０００万円弱で推移している。 

・朝日体育館は令和３年度末で廃止し、令和４年度から解体工事を行う予定である。 

課題 
・利用者数や歳入の増加について、方策を再考する必要がある。 

・朝日体育館の跡地の活用に向けた検討を行う必要がある。 

 

現状及び課題を踏まえた今後の方向性 

今後の方向性 
・今後の施設の在り方について、令和６年度に策定する文化・スポーツ施設配置等適正化計

画（仮称）に基づき取組を進める。 

 

  

施設は処分 

機能は存続 

７
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第３次推進プランの取組（令和４年度～令和７年度） 

取組内容 
◆利用者数や歳入の増加に向けた方策を検討する。 

◆市の財政状況や施設状況、特に文化・スポーツ施設全体の状況を踏まえ、将来に向けた施

設の在り方を検討する。 

スケジュール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

○利用者数や歳入の

増加に向けた方策

の検討 

○取組の実施及び評

価 

○評価に基づく修正

及び新たな取組の

検討 

○検討に基づく取組

の実施 

【朝日体育館】 

●建物の解体及び跡

地の活用方策の検

討・実施 

【朝日体育館】 

▽継続 

【朝日体育館】 

▽継続 

【朝日体育館】 

▽継続 

○将来に向けた施設

の在り方や必要機

能の検討及び整理 

▽継続 ●文化・スポーツ施

設配置等適正化計

画（仮称）の策定 

○計画に基づく取組

の実施 

期待する 
主な効果 

◆利用者数や歳入の増加 

◆跡地の効果的な活用 

◆施設の維持管理費の効率化 

担当課 
文化スポーツ部スポーツタウン推進課 

総務管理部財産活用課 
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１６ 地域プール  

施設名称 所在地 
敷地面積 

しゅん工年度 築年数 
延床面積 

１ 市民プール 府中市寿町２丁目１３番地 
３，３０１㎡ 

昭和５３（１９７８）年度 ４４年 
２８１㎡ 

２ 小柳プール 府中市小柳町６丁目１０番地 
１，６２０㎡ 

昭和５１（１９７６）年度 ４６年 
９０㎡ 

３ 白糸台プール 府中市白糸台１丁目５１番地 
１，５５６㎡ 

昭和５９（１９８４）年度 ３８年 
１５１㎡ 

４ 西府プール 府中市西府町１丁目６０番地 
１，４４１㎡ 

昭和５９（１９８４）年度 ３８年 
１６１㎡ 

５ 武蔵台プール 府中市武蔵台２丁目２番地 
１，９４０㎡ 

昭和５９（１９８４）年度 ３８年 
１５７㎡ 

６ 新町プール 府中市新町２丁目５７番地 
１，５１４㎡ 

昭和６０（１９８５）年度 ３７年 
１６６㎡ 

７ 美好水遊び広場 府中市美好町１丁目２７番地 
１，１７３㎡ 

平成 ２（１９９０）年度 ３２年 
１３３㎡ 

目的 市民に体育及びレクリエーションその他社会体育の振興を図るための施設 

機能 
市民プール：５０ｍプール（夜間照明設備あり） 

美好水遊び広場：小川、ジャンプシャワー、滑り台等 

その他の地域プール：２５ｍプール及び幼児用プール 

管理形態 委託 

 

平成２６年度から令和元年度までの各機能の利用者数 
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（人） 利用者数の推移②

武蔵台プール 新町プール 美好水遊び広場

（人）

利用者数 市民プール 小柳プール 白糸台プール 西府プール

平成26年度 10,013 5,753 7,286 5,456

平成27年度 10,747 6,404 7,999 5,683

平成28年度 9,219 5,039 7,871 6,083

平成29年度 7,713 4,276 6,824 5,782

平成30年度 10,005 5,001 7,729 6,325

令和元年度 8,580 3,949 6,303 5,365

（人）

利用者数 武蔵台プール 新町プール 美好水遊び広場

平成26年度 5,435 6,387 9,746

平成27年度 5,824 6,460 10,864

平成28年度 4,970 6,225 10,736

平成29年度 4,779 5,895 11,011

平成30年度 5,800 5,515 13,136

令和元年度 4,892 5,587 11,788
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平成２６年度から令和元年度までの収支状況 

 
年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

歳出 97,005 92,688 101,969 90,267 94,635 93,109 

歳入 3,576 4,110 3,566 3,283 3,992 3,613 
 

 

これまでの公共施設マネジメント推進プランでの取組内容 

検討の方向性 取組内容 

第１次推進プラン 

第２次推進プラン 
・平成２８年度に策定した「学校施設の更なる活用と地域プールの見直しに係る基本

方針」に基づき小柳プール、白糸台プール、武蔵台プール及び新町プールは、令和３

年度末の廃止に向けたスケジュールを作成し、近隣住民等への説明を行ったほか、

施設の廃止に係る諸手続を行った。 

・学校プールの活用として、府中第十中学校のプールを試行的に市民へ開放したほか、

新型コロナウイルス感染症の影響で試行的な開放の実施を見送った府中第十小学校

を含むその他の学校プール開放について検討を行った。 

・各設備の点検及びメンテナンスを実施し、施設の安全性確保に努めるとともに、廃

止したプールの施設処分後の跡地活用について検討を行った。 

 

現状及び課題 

現状 

・平成２６年度から令和元年度までの利用者数は、美好水遊び広場は増加傾向にあるが、そ

の他のプールについてはおおむね横ばい。 

・平成２６年度から令和元年度までの収支状況は、歳出は１億円弱、歳入は主に施設使用料

で、４００万円弱で推移している。 

・小柳プール、白糸台プール、武蔵台プール及び新町プールは、令和３年度末での廃止を予

定している。 

・学校プールの活用として、府中第十中学校のプール開放を試行的に実施し、その利用状況

を踏まえ、その他の学校のプール開放の可否を検討している。 

・令和２年度は新型コロナウイルス感染症の拡大防止を目的に開催を中止した。 

課題 

・小柳プール、白糸台プール、武蔵台プール及び新町プール処分後の跡地の活用方策を検討

する必要がある。 

・利用者数や歳入の増加について、方策を再考する必要がある。 

・一部のプールの廃止に伴う利用状況の変化を把握・分析し、その他の地域プールや学校の

プール開放の在り方を検討する必要がある。 

 

現状及び課題を踏まえた今後の方向性 

今後の方向性 
・平成２８年度に策定した基本方針に基づき、４つの地域プール廃止後の、他の屋外公共プ

ールの利用状況が好転しない場合、令和８年度を目処に市民プール及び西府プールの廃止

に向けた検討をする。 

 

  

（千円） 

施設は処分 

機能は存続 

７

 第３次推進プランの取組 
次ページへ 
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第３次推進プランの取組（令和４年度～令和７年度） 

取組内容 

◆小柳プール、白糸台プール、武蔵台プール及び新町プールの処分手続及び跡地活用の検討

を行う。 

◆地域プールの廃止に伴う利用状況の変化を把握するとともに需要の分析を行い、今後の対

応を検討する。 

◆利用者数や歳入の増加に向けた方策を検討する。 

スケジュール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

○小柳プール、白糸台

プール、武蔵台プー

ル及び新町プール

の解体及び跡地の

活用に向けた検討 

▽継続 ▽継続 ▽継続 

○プールの一部廃止

に伴う利用状況の

変化の把握及び分

析 

▽継続 ○分析を踏まえた今

後の対応の検討 

▽継続 

○利用者数や歳入の

増加に向けた方策

の検討 

○取組の実施及び評

価 

○評価に基づく修正

及び新たな取組の

検討 

○検討に基づく取組

の実施 

期待する 
主な効果 

◆利用者数や歳入の増加 

◆施設の維持管理及び更新に係る歳出の削減 

◆跡地の有効活用 

担当課 
文化スポーツ部スポーツタウン推進課 

都市整備部公園緑地課 
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２０ 庭球場  

施設名称 所在地  面数  敷地面積 開設年度 経過年数 
１  市民庭球場 

（郷土の森庭球場） 府中市是政６丁目２，３６５番地 ４面 ２，８１３㎡ 
昭和４３（１９６８）年度 

（平成３０年度改修） 
４年 

２  寿町庭球場 府中市寿町２丁目７番地 ２面 １，４５６㎡ 
昭和３０（１９５５）年度 

（令和元年度改修） 
３年 

３  押立庭球場 府中市押立町１丁目２７番地 ２面 １，３８９㎡ 
昭和５４（１９７９）年度 

（平成２０年度改修） 
１４年 

４  四谷庭球場 府中市四谷１丁目６３番地 ２面 １，７８６㎡ 
昭和５４（１９７９）年度 

（令和２年度改修） 
２年 

５  栄町庭球場 府中市栄町１丁目１番地 ２面 １，０８１㎡ 昭和５６（１９８１）年度 ４１年 

６  住吉庭球場 府中市住吉町２丁目３０番地 ２面 １，４８２㎡ 
昭和６０（１９８５）年度 

（令和３年度改修） 
１年 

７  若松庭球場 府中市若松町３丁目２８番地 ２面 ２，６２５㎡ 
昭和６０（１９８５）年度 

（平成２８年度改修） 
６年 

８  日新第二庭球場 府中市日新町２丁目１４番地 ２面 １，６３８㎡ 
昭和６２（１９８７）年度 

（令和元年度改修） 
３年 

９  紅葉丘庭球場 府中市紅葉丘３丁目１４番地 ２面 ２，００３㎡ 
昭和６１（１９８６）年度 

（平成１９年度改修） 
１５年 

１０ 紅葉丘第二庭球場 府中市紅葉丘２丁目２４番地 １面 １，２６９㎡ 
昭和６２（１９８７）年度 

（平成３０年度改修） 
４年 

１１ 平和の森庭球場 府中市浅間町１丁目８番地 ２面 １，８８５㎡ 平成 元（１９８９）年度 ３３年 

１２ 小柳庭球場 府中市小柳町６丁目１０番地 ５面 ３，７１６㎡ 
昭和５１（１９７６）年度 

（平成２７年度改修） 
７年 

１３ 西府庭球場 府中市西府町４丁目２番地 ２面 １，９９９㎡ 
昭和６１（１９８６）年度 

（平成１９年度改修） 
１５年 

１４ 武蔵台庭球場 府中市武蔵台２丁目２番地 ３面 ２，０４６㎡ 昭和４４（１９６９）年度 ５３年 

目的 市民の体育及びレクリエーションその他社会体育の振興を図るための施設 

機能 

武蔵台庭球場：クレーコート 

西府庭球場：ハードコート 

その他庭球場：砂入り人工芝コート 

市民庭球場、栄町庭球場、平和の森庭球場、小柳庭球場及び武蔵台庭球場は、夜間
照明設備を備えている。 

管理形態 直営 

 

平成２６年度から令和元年度までの各機能の稼働率及び収支状況 

 

 

 

 

 

年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

歳出 54,851 53,523 51,405 52,179 53,091 54,273 

歳入 38,268 37,438 42,416 41,393 65,987 40,841 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

稼働率の推移

（千円） 

稼働率 庭球場
平成26年度 88.8%
平成27年度 90.3%
平成28年度 88.1%
平成29年度 88.2%
平成30年度 89.1%
令和元年度 86.6%
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現状及び課題 

現状 

・平成２６年度から令和元年度までの稼働率は、庭球場によって５０パーセント台から９０
パーセント台までと差があり、全施設平均では９０パーセント前後で推移している。 

・西府・武蔵台庭球場については、稼働率が６０パーセントから７０パーセント台で推移し
ており、他の庭球場と比較すると稼働率が低い状況である。 

・平成２６年度から令和元年度までの収支状況は、歳出は５，０００万円程度、歳入は主に
施設使用料で、４，０００万円前後で推移している。平成３０年度のみ、都からの施設整
備費に係る補助金があった。 

・コート面数の縮小や閉場による他の庭球場の利用者数の増減等の分析を行うなど、今後の
施設の在り方を検討している。 

課題 
・施設の老朽化が進行しており、今後も継続的に利用していくためには、改修する必要があ
る。 

 

現状及び課題を踏まえた今後の方向性 

今後の方向性 
・今後の施設の在り方について、令和６年度に策定する文化・スポーツ施設配置等適正化計

画（仮称）に基づき取組を進める。 

 

第３次推進プランの取組（令和４年度～令和７年度） 

取組内容 
◆市の財政状況や施設状況、特に文化・スポーツ施設全体の状況を踏まえ、将来に向けた施

設の在り方を検討する。 

スケジュール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

〇将来に向けた施設の

在り方や必要機能の

検討及び整理 

▽継続 ●文化・スポーツ施設

配置等適正化計画

（仮称）の策定 

〇計画に基づく取

組の実施 

期待する 
主な効果 

◆施設の適切な規模の検討 

担当課 文化スポーツ部スポーツタウン推進課 

 

  

これまでの公共施設マネジメント推進プランでの取組内容 

検討の方向性 取組内容 

第１次推進プラン 

第２次推進プラン 
・紅葉丘第二庭球場は、平成３０年度よりコートの面数を縮小して運用を開始したほ
か、日新庭球場については閉場した。 

・市民庭球場は、平成３０年度よりクレーから砂入り人工芝にコート改修工事を行い、
利用拡大・充実を図った。 

・施設の集約化や適正配置について、コート面数の縮小や閉場による他の庭球場の利
用者数の増減等を踏まえ、分析・検討を行った。 

・施設の老朽化対策として、日新第二・寿町・四谷・住吉庭球場の改修工事を行い、
施設の安全性を確保した。 

施設は処分 

機能は存続 

７
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２１ 小学校  

施設名称 所在地 階数 延床面積 しゅん工年度 築年数 

１ 府中第一小学校 府中市寿町２丁目６番地 地上４階 ９，２１７㎡ 昭和５２（１９７７）年度 ４５年 

２ 府中第二小学校 府中市緑町１丁目２９番地 地上４階 ８，１８２㎡ 平成  1  元（１９８９）年度 ３３年 

３ 府中第三小学校 府中市片町３丁目５番地 地上４階 ８，０５９㎡ 昭和３９（１９６４）年度 ５８年 

４ 府中第四小学校 府中市白糸台１丁目５８番地 地上４階 ５，４８６㎡ 昭和３８（１９６３）年度 ５９年 

５ 府中第五小学校 府中市本宿町１丁目５１番地 地上３階 ６，６６７㎡ 昭和３８（１９６３）年度 ５９年 

６ 府中第六小学校 府中市天神町４丁目１４番地 地上４階 ６，４６９㎡ 昭和３８（１９６３）年度 ５９年 

７ 府中第七小学校 府中市北山町２丁目２３番地 地上３階 ５，８２６㎡ 昭和３７（１９６２）年度 ６０年 

８ 府中第八小学校 府中市是政１丁目３４番地 地上３階 ８，５０８㎡ 昭和３８（１９６３）年度 ５９年 

９ 府中第九小学校 府中市栄町３丁目７番地 地上４階 ７，６４９㎡ 昭和４０（１９６５）年度 ５７年 

１０ 府中第十小学校 府中市若松町４丁目２９番地 地上４階 ８，２９３㎡ 平成２４（２０１２）年度 １０年 

１１ 武蔵台小学校 府中市武蔵台２丁目３番地 地上４階 ６，１１９㎡ 昭和４１（１９６６）年度 ５６年 

１２ 住吉小学校 府中市住吉町２丁目３０番地 地上４階 ７，５３５㎡ 昭和４２（１９６７）年度 ５５年 

１３ 新町小学校 府中市新町１丁目２５番地 
地上３階 

地下１階 
５，２２３㎡ 昭和４３（１９６８）年度 ５４年 

１４ 本宿小学校 府中市本宿町４丁目１９番地 地上４階 ６，５５８㎡ 昭和４４（１９６９）年度 ５３年 

１５ 白糸台小学校 府中市白糸台２丁目１６番地 地上４階 ５，３１９㎡ 昭和４４（１９６９）年度 ５３年 

１６ 矢崎小学校 府中市矢崎町４丁目９番地 地上４階 ５，１１９㎡ 昭和４５（１９７０）年度 ５２年 

１７ 若松小学校 府中市若松町３丁目１１番地 地上４階 ５，７７８㎡ 昭和４７（１９７２）年度 ５０年 

１８ 小柳小学校 府中市小柳町３丁目２１番地 地上４階 ６，３８７㎡ 昭和４７（１９７２）年度 ５０年 

１９ 南白糸台小学校 府中市白糸台６丁目４８番地 地上４階 ６，０７４㎡ 昭和４８（１９７３）年度 ４９年 

２０ 四谷小学校 府中市四谷３丁目２,７４０番地 地上４階 ６，６０２㎡ 昭和４８（１９７３）年度 ４９年 

２１ 南町小学校 府中市南町３丁目６番地 地上３階 ６，５４８㎡ 昭和４９（１９７４）年度 ４８年 

２２ 日新小学校 府中市日新町５丁目２２番地 地上４階 ５，８９３㎡ 昭和５２（１９７７）年度 ４５年 

目的 
心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育のうち、基礎的なものを施すため
の施設 

機能 校舎、体育館、プール、校庭等 

管理形態 直営 

 

平成２６年度から令和元年度までの各機能の利用者数及び収支状況 

※ 利用者数や収支状況が施設の評価に直結しないため、利用状況及び収支状況は記載しない。 

 

これまでの公共施設マネジメント推進プランでの取組内容 

検討の方向性 取組内容 

第１次推進プラン 

第２次推進プラン 
・老朽化が進行している学校施設について、計画的な改築・長寿命化改修の検討に向

けて、府中市学校施設改築・長寿命化改修計画を策定した。 

・早期改築着手校に位置付けている府中第八小学校や、府中第三小学校及び府中第六

小学校については、改築・長寿命化改修の実施に向けて取組を進めた。 

 

  

１

存続 
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現状及び課題 

現状 
・小学校の多くは建築後５０年以上が経過し、老朽化が進行しているため、令和元年度に策
定した府中市学校施設改築・長寿命化改修計画に基づく、計画的な改修に向けて取り組ん
でいる。 

課題 

・児童数の増加や少人数学級制により施設面積は増加が見込まれるが、今後、児童数が減少
に転じ、空き教室等が発生する可能性もあることから、施設の更新を行う際には、柔軟に
施設を活用できるように更新する必要がある。 

・周辺の公共施設と機能の重複が見られるため、学校という施設の性質も鑑みながら、周辺
公共施設との複合化を検討する必要がある。 

 

現状及び課題を踏まえた今後の方向性 

今後の方向性 

・今後、府中市学校施設改築・長寿命化改修計画に基づいた更新を行うに当たり、周辺公共
施設との連携や複合化を検討し、地域拠点としての学校の実現を目指す。 

・新たなニーズが生じた場合には、更なる施設開放の可能性について検討する。 
・周辺公共施設との複合化に合わせ、効率的な施設管理手法を検討する。 

 

第３次推進プランの取組（令和４年度～令和７年度） 

取組内容 
◆府中市学校施設改築・長寿命化改修計画に基づく、学校改築事業を進める。 

◆周辺公共施設との連携や複合化を検討するとともに、効率的な施設管理手法を検討する。 

スケジュール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

【府中第八小学校】 

○新校舎建設工事の

実施及び供用開始 

【府中第八小学校】 

○新校舎での運営開

始 

【府中第八小学校】 

▽継続 

【府中第八小学校】 

▽継続 

【府中第三・府中第六

小学校】 

○新校舎建設に向け

た実施設計 

【府中第三・府中第六

小学校】 

○新校舎建設工事の

実施 

【府中第三・府中第六

小学校】 

○新校舎建設工事の

実施及び供用開始 

【府中第三・府中第六

小学校】 

○新校舎での運営開

始 

○周辺公共施設との

連携や複合化の可

能性の検討 

○検討結果の取りま

とめ 

 

●府中市学校施設改

築・長寿命化改修計

画への反映 

○計画に基づく取組 

（モデル事業６） 

○対象施設の検討及

び調整 

（モデル事業６） 

▽継続 

（モデル事業６） 

○対象施設の決定及

び機能連携や複合

化について検討 

（モデル事業６） 

○対象施設の機能連

携や複合化につい

て検討 

期待する 
主な効果 

◆学校施設と周辺公共施設との複合化による施設の効率的な改修・改築を行い、市全体の

施設総量の圧縮及び効率的な施設管理の実現 

◆地域に開かれた地域の拠点としての学校の実現 

担当課 教育部学校施設課 
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２２ 中学校  

施設名称 所在地 階数 延床面積 しゅん工年度 築年数 

１ 府中第一中学校 府中市幸町１丁目２２番地 地上４階 １０，３４８㎡ 昭和３８（１９６３）年度 ５９年 

２ 府中第二中学校 府中市紅葉丘１丁目２３番地 地上４階 １２，１０７㎡ 昭和４１（１９６６）年度 ５６年 

３ 府中第三中学校 府中市本町４丁目１６番地 地上３階 １３，３４４㎡ 平成１９（２００７）年度 １５年 

４ 府中第四中学校 府中市美好町２丁目１３番地 地上４階 １２，４８３㎡ 昭和４４（１９６９）年度 ５３年 

５ 府中第五中学校 府中市新町２丁目４４番地 地上３階 １３，３３９㎡ 昭和５１（１９７６）年度 ４６年 

６ 府中第六中学校 府中市押立町１丁目２番地 地上４階 １１，６１２㎡ 昭和４０（１９６５）年度 ５７年 

７ 府中第七中学校 府中市武蔵台２丁目４番地 地上５階 ９，９７４㎡ 昭和４２（１９６７）年度 ５５年 

８ 府中第八中学校 府中市四谷１丁目２,８２７番地 地上４階 ９，６２１㎡ 昭和４８（１９７３）年度 ４９年 

９ 府中第九中学校 府中市小柳町２丁目４９番地 地上４階 ９，３８４㎡ 昭和５１（１９７６）年度 ４６年 

１０ 府中第十中学校 府中市西府町４丁目２１番地 地上４階 ８，６７５㎡ 昭和５４（１９７９）年度 ４３年 

１１ 浅間中学校 府中市浅間町１丁目１番地 地上４階 ９，１６２㎡ 昭和５６（１９８１）年度 ４１年 

目的 
心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育のうち、基礎的なものを施すため

の施設 

機能 校舎、体育館、武道場、プール、校庭等 

管理形態 直営 

 

平成２６年度から令和元年度までの各機能の利用者数及び収支状況 

※ 利用者数や収支状況が施設の評価に直結しないため、利用状況及び収支状況は記載しない。 

 

これまでの公共施設マネジメント推進プランでの取組内容 

検討の方向性 取組内容 

第１次推進プラン 

第２次推進プラン 
・老朽化が進行している学校施設について、計画的な改築・長寿命化改修の検討に向

けて、府中市学校施設改築・長寿命化改修計画を策定した。 

・早期改築着手校に位置付けている府中第一中学校については、改築・長寿命化改修

の実施に向けて取組を進めた。 

 

  

１

存続 
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現状及び課題 

現状 
・中学校の多くは建築後４０年以上が経過し、老朽化が進行しているため、令和元年度に策
定した府中市学校施設改築・長寿命化改修計画に基づく、計画的な改修に向けて取り組ん
でいる。 

課題 

・生徒数の増加により施設面積は増加が見込まれるが、今後、生徒数が減少に転じ、空き教
室等が発生する可能性もあることから、施設の更新を行う際には、柔軟に施設を活用でき
るように更新する必要がある。 

・周辺の公共施設と機能の重複が見られるため、学校という施設の性質も鑑みながら、周辺
公共施設との複合化を検討する必要がある。 

 

現状及び課題を踏まえた今後の方向性 

今後の方向性 

・今後、府中市学校施設改築・長寿命化改修計画に基づいた更新を行うに当たり、周辺公共
施設との連携や複合化を検討し、地域拠点としての学校の実現を目指す。 

・新たなニーズが生じた場合には、更なる施設開放の可能性について検討する。 
・周辺公共施設との複合化に合わせ、効率的な施設管理手法を検討する。 

 

第３次推進プランの取組（令和４年度～令和７年度） 

取組内容 
◆府中市学校施設改築・長寿命化改修計画に基づく、学校改築事業を進める。 

◆周辺公共施設との連携や複合化を検討するとともに、効率的な施設管理手法を検討する。 

スケジュール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

【府中第一中学校】 

○新校舎建設工事の

実施及び供用開始 

【府中第一中学校】 

○新校舎での運営開

始 

【府中第一中学校】 

▽継続 

【府中第一中学校】 

▽継続 

○周辺公共施設との
連携や複合化の可
能性の検討 

○検討結果の取りま
とめ 

●府中市学校施設改
築・長寿命化改修計
画への反映 

○計画に基づく取組 

（モデル事業６） 

○対象施設の検討及

び調整 

（モデル事業６） 

▽継続 

（モデル事業６） 

○対象施設の決定及

び機能連携や複合

化について検討 

（モデル事業６） 

○対象施設の機能連

携や複合化につい

て検討 

期待する 
主な効果 

◆学校施設と周辺公共施設との複合化による施設の効率的な改修・改築を行い、市全体の

施設総量の圧縮及び効率的な施設管理の実現 

◆地域に開かれた地域の拠点としての学校の実現 

担当課 教育部学校施設課 
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２８ 学童クラブ  

施設名称 所在地 階数 延床面積 しゅん工年度 築年数 

１  第一学童クラブ 府中市寿町２丁目６番地 地上２階 ２３６㎡ 平成元（１９８９）年度 ３３年 

２  第一学童クラブ分館 府中市寿町２丁目６番地の８ 地上２階 ２７３㎡ 令和元（２０１９）年度 ３年 

３  第二学童クラブ 府中市緑町１丁目２９番地 地上２階 ４８１㎡ 平成４（１９９２）年度 ３０年 

４  第二学童クラブ分館 府中市緑町１丁目３５番地の１ 地上２階 ４７８㎡ 平成３０（２０１８）年度 ４年 

５  第三学童クラブ 府中市片町３丁目５番地 地上２階 ２９７㎡ 平成元（１９８９）年度 ３３年 

６  第四学童クラブ 府中市白糸台１丁目５９番地 地上１階 ２４３㎡ 平成２（１９９０）年度 ３２年 

７  第五学童クラブ 府中市本宿町１丁目５１番地 地上１階 ２３１㎡ 平成２（１９９０）年度 ３２年 

８  第六学童クラブ 府中市天神町４丁目２７番地 地上１階 １８３㎡ 平成２（１９９０）年度 ３２年 

９  第七学童クラブ 府中市北山町２丁目２０番地 地上２階 ３３５㎡ 平成９（１９９７）年度 ２５年 

１０ 第八学童クラブ 府中市是政１丁目３４番地 地上２階 ３８４㎡ 平成元（１９８９）年度 ３３年 

１１ 第九学童クラブ 府中市栄町３丁目７番地 地上２階 ２４５㎡ 平成７（１９９５）年度 ２７年 

１２ 第十学童クラブ 府中市若松町４丁目３２番地 地上２階 ３０８㎡ 平成４（１９９２）年度 ３０年 

１３ 武蔵台学童クラブ 府中市武蔵台２丁目３番地 地上２階 ２５６㎡ 平成４（１９９２）年度 ３０年 

１４ 住吉学童クラブ 府中市住吉町２丁目３０番地 地上２階 ２９９㎡ 平成９（１９９７）年度 ２５年 

１５ 新町学童クラブ 府中市新町１丁目２９番地 地上１階 ２１１㎡ 平成４（１９９２）年度 ３０年 

１６ 本宿学童クラブ 府中市本宿町４丁目１９番地 地上２階 ２８６㎡ 平成元（１９８９）年度 ３３年 

１７ 白糸台学童クラブ 府中市白糸台２丁目１８番地 地上１階 １９２㎡ 平成２（１９９０）年度 ３２年 

１８ 矢崎学童クラブ 府中市矢崎町４丁目９番地 地上１階 １７２㎡ 平成２（１９９０）年度 ３２年 

１９ 若松学童クラブ 府中市若松町３丁目３番地 地上２階 ２７１㎡ 平成３（１９９１）年度 ３１年 

２０ 小柳学童クラブ 府中市小柳町４丁目４５番地 地上２階 ２９２㎡ 平成元（１９８９）年度 ３３年 

２１ 南白糸台学童クラブ 府中市押立町２丁目２５番地 地上２階 ２９２㎡ 平成２（１９９０）年度 ３２年 

２２ 四谷学童クラブ 府中市四谷３丁目２，７４０番地 地上１階 ２５４㎡ 平成元（１９８９）年度 ３３年 

２３ 南町学童クラブ 府中市南町３丁目６番地 地上２階 ２８３㎡ 平成３（１９９１）年度 ３１年 

２４ 日新学童クラブ 府中市日新町５丁目２２番地 地上１階 １６５㎡ 平成２（１９９０）年度 ３２年 

目的 小学校に就学している児童で保護者等が労働等により昼間家庭にいない児童の健全
育成を図るための施設 

機能 育成室、和室、湯沸室及び事務室 

管理形態 直営 

 

平成２６年度から令和元年度までの収支状況 

 
年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

歳出 497,712 527,535 588,768 529,697 547,388 557,328 

歳入 328,606 390,376 393,858 431,533 404,465 422,638 
 

 

  

（千円） 
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これまでの公共施設マネジメント推進プランでの取組内容 

検討の方向性 取組内容 

第１次推進プラン 

第２次推進プラン 
・より効果的な事業の実施に向けて、放課後子ども教室と連携を図った。 

・施設運営について、民間活力の導入を検討し、令和３年度から委託を開始したほか、

開館時間の延長に向けた制度設計や準備を行った。 

・モデル事業４「包括管理業務委託による公共施設の維持・保全」の対象施設として試

行的に包括管理業務委託を実施し、効率的かつ効果的な施設の維持管理の検証を行

った。 

・迅速な修繕対応の手法の一つとして、修繕の単価契約を試行的に導入した。 

 

現状及び課題 

現状 

・平成２６年度から令和元年度までの収支状況は、歳出が５億円前後で、歳入は国や都から
の交付金及び保護者からの育成料などで、年間４億円前後で推移している。 

・在籍児童数の増加に伴い、一部学童クラブで育成室の狭あい化が進行しているため、育成
面積の確保に向けた対応を検討している。 

課題 
・育成室の狭あい化が進行している一部の学童クラブについて、育成面積を確保する必要が
ある。 

 

現状及び課題を踏まえた今後の方向性 

今後の方向性 
・育成室の狭あい化が進行している学童クラブは将来需要を分析した上で、学校の改築に合
わせて学校施設と複合化することで、育成面積の確保を図る。 

 

 

 

  

１

存続 

 第３次推進プランの取組 
次ページへ 
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第３次推進プランの取組（令和４年度～令和７年度） 

取組内容 
◆育成室の狭あい化が進行している学童クラブについて、将来需要を分析した上で、育成面

積の確保に向け学校改築のスケジュールを踏まえた計画的な整備を進める。 

◆効率的な施設の維持管理の手法を検討・実施する。 

スケジュール 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

○将来需要の分析 ▽継続 ▽継続 ▽継続 

○将来需要の分析を
踏まえた、育成面積
確保のための計画
的な整備の実施 

▽継続 ▽継続 ▽継続 

【第八学童】 

○府中第八小学校改

築に伴う学童クラ

ブの複合化及び供

用開始 

【第八学童】 

○複合施設での運営 

【第八学童】 

▽継続 

【第八学童】 

▽継続 

【第三・六学童】 

○府中第三・六小学校

の改築に伴う学童

クラブの複合化に

向けた取組 

【第三・六学童】 

▽継続 

【第三・六学童】 

○複合施設での運営

開始 

【第三・六学童】 

▽継続 

○効率的な施設の維
持管理の実施 

▽継続 ▽継続 ▽継続 

期待する 
主な効果 

◆事業の効果的な実施 
◆安心安全な育成環境の整備 
◆施設の維持管理に係る市の歳出の削減 

担当課 子ども家庭部児童青少年課 

 

 


